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（申請日）　　　　　年　　月　　日
市　川　市　長

本店所在地           　　　　　　　　　　　
 商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

      　代表者職氏名　　　　　　　　　　　実印　　　


私（当法人（役員等を含む。））は、以下１のいずれにも該当しないこと、及び将来においても該当しないことを誓約します。なお、協同組合又は共同企業体である場合には、その代表者及び構成員が以下１のいずれにも該当しないこと、及び将来においても該当しないことを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、市川市が、暴力団等の排除を目的として必要と認める場合には、役員等の名簿その他必要な情報を市川市に提供すること、及び市川市が警察署にその情報を提供し、以下１のいずれかに該当するか否かについて照会を行うことについて承諾します。

１　契約の相手方として不適当な者　
⑴　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者、法人である場合にはその役員、その支店又は営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者その他経営に実質的に関与している者、法人以外の団体である場合には代表者、理事等その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員等（同条第６号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である場合又は暴力団若しくは暴力団員等が経営に実質的に関与している場合
⑵　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団等（暴力団及び暴力団員等並びに暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有する者をいう。以下同じ。）を利用するなどしている場合
⑶　役員等が、暴力団等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している場合
⑷　役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有している場合
⑸　下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前４号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められる場合
⑹　市川市から、第１号から第４号までのいずれかに該当する者を相手方とする下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかった場合
２　暴力団排除に係る解除
前記１のいずれかに該当するときは、市川市が契約を解除することについて承諾します。
３　違約金
前記２の規定により契約が解除された場合は、違約金として、契約金額又は賃借料（当該契約が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１７に規定する条例で定める契約（以下「長期継続契約」という。）である場合にあっては、契約期間中の各会計年度の支払予定額のうち最も高い額（以下「最高支払予定額」という。））の１００分の１０に相当する額を市川市が指定する期限までに支払うことを承諾します。ただし、次に掲げる契約の解除に係る当該違約金の額は、当該契約の区分に応じ、当該区分に定める額とすることについて承諾します。
⑴　単位数量当たりの契約金額又は賃借料を定めた単価契約　契約単価に契約期間内の予定数量を乗じて計算した額（当該契約が長期継続契約である場合にあっては、最高支払予定額）の１００分の１０に相当する額
⑵　月額による契約　月額に契約期間の月数（１月に満たない端数を生じたときは、これを１月とする。）を乗じて計算した額（当該契約が長期継続契約である場合にあっては、月額に１２を乗じて計算した額）の１００分の１０に相当する額
４　契約の履行の妨害又は不当要求の際の措置
自らが、又は契約の下請負若しくは受託をさせた者が、暴力団等から契約の適正な履行の妨害又は不当要求を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに市川市に報告するとともに、管轄の警察署に届け出ます。併せて、市川市及び管轄の警察署と協力して、契約の履行の妨害又は不当要求の排除対策を講じます。
５　遵守義務違反
自らが、前記４に違反した場合は、市川市建設工事等請負業者等競争参加資格停止基準の定めるところにより、競争参加資格停止の措置を受けることを承諾します。契約の下請負若しくは受託をさせた者が報告を怠った場合も同様に承諾します。



